
《静電誘導障害の原理》送配電(８)−１
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よくねん架された送電線であれば静電容量は等しく

三相平衡電源であれば𝐸ሶ  𝐸ሶ  𝐸ሶ ൌ 0なので、
𝐸௧ሶ ൌ 0となり、静電誘導障害は⽣じない。
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静電誘導障害
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静電誘導上限 (通信線管理者の承諾を得た場合はこの限りではない)
使⽤電圧60[kV]以下：通信線こう⻑12[㎞]毎に静電誘導電流が2[μA]
使⽤電圧60[kV]超過：通信線こう⻑40[㎞]毎に静電誘導電流が3[μA]

※電気設備の技術基準の解釈第52条
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《静電誘導障害対策》送配電(８)−２
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・ねん架を⼗分にする

■静電誘導障害対策

・⾮⾦属通信線化（光ケーブル、等）

■１線完全地絡時

𝐸௧ሶ を軽減するには
・𝐶を⼩さくする → 送電線と通信線の距離を離す
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■電気設備に関する技術基準を定める省令第⼆⼗七条 架空電線路からの静電誘導作⽤⼜は電磁誘導作⽤による感電の防⽌
特別⾼圧の架空電線路は、通常の使⽤状態において、静電誘導作⽤により⼈による感知のおそれがないよう、
地表上⼀メートルにおける電界強度が三キロボルト毎メートル以下になるように施設しなければならない。
ただし、⽥畑、⼭林その他の⼈の往来が少ない場所において、⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設
する場合は、この限りでない。
２ 特別⾼圧の架空電線路は、電磁誘導作⽤により弱電流電線路（電⼒保安通信設備を除く。）

を通じて⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設しなければならない。
３ 電⼒保安通信設備は、架空電線路からの静電誘導作⽤⼜は電磁誘導作⽤により

⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設しなければならない。

この基準は静電誘導における⼈体感知レベルを参考に
定められており、傘をさした⼈体が静電誘導による電気
ショックを感知しても不快を感じにくいレベルとしている。

《静電誘導に関する規定１》送配電(８)−３
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送電線
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■電気設備に関する技術基準を定める省令第⼆⼗七条の⼆ 電気機械器具等からの電磁誘導作⽤による⼈の健康影響の防⽌
変圧器、開閉器その他これらに類するもの⼜は電線路を発電所、蓄電所、変電所、開閉所及び需要場所以外の
場所に施設するに当たっては、通常の使⽤状態において、当該電気機械器具等からの電磁誘導作⽤により
⼈の健康に影響を及ぼすおそれがないよう、当該電気機械器具等のそれぞれの付近において、⼈によって
占められる空間に相当する空間の磁束密度の平均値が、商⽤周波数において⼆百マイクロテスラ以下に
なるように施設しなければならない。ただし、⽥畑、⼭林その他の⼈の往来が少ない場所において、
⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設する場合は、この限りでない。
２ 変電所⼜は開閉所は、通常の使⽤状態において、当該施設からの電磁誘導作⽤により⼈の健康に影響を

及ぼすおそれがないよう、当該施設の付近において、⼈によって占められる空間に相当する空間の
磁束密度の平均値が、商⽤周波数において⼆百マイクロテスラ以下になるように施設しなければならない。
ただし、⽥畑、⼭林その他の⼈の往来が少ない場所において、⼈体に危害を及ぼすおそれがないように
施設する場合は、この限りでない。

《静電誘導に関する規定２》送配電(８)−４

■電気設備の技術基準の解釈 第39条 変電所等からの電磁誘導作⽤による⼈の健康影響の防⽌
変電所⼜は開閉所から発⽣する磁界は、第3項に掲げる測定⽅法により･･･200μT以下であること。
ただし、･･･⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設する場合は、この限りでない。

■電気設備の技術基準の解釈 第31条 変圧器等からの電磁誘導作⽤による⼈の健康影響の防⽌
発電所、蓄電所、変電所、開閉所及び需要場所以外の場所に施設する変圧器、開閉器及び分岐装置から発⽣する
磁界は、第3項に掲げる測定⽅法により求めた磁束密度の測定値が、商⽤周波数において200μT以下であること。
ただし、･･･⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設する場合は、この限りでない。



《静電誘導に関する規定３》送配電(８)−５
■電気設備の技術基準の解釈 第50条 電線路からの電磁誘導作⽤による⼈の健康影響の防⽌
発電所、蓄電所、変電所、開閉所及び需要場所以外の場所に施設する電線路から発⽣する磁界は、
第3項に掲げる測定⽅法により求めた磁束密度の測定値（実効値）が商⽤周波数において200μT以下であること。
ただし、･･･⼈体に危害を及ぼすおそれがないように施設する場合は、この限りでない。
3 測定に当たっては、次の各号のいずれかにより測定すること。

なお、測定場所の例ごとの測定⽅法の適⽤例については50-1表に⽰す。
⼀磁界が均⼀であると考えられる場合は、測定地点の地表、･･･から1mの⾼さで測定した値を測定値とすること。
⼆磁界が不均⼀であると考えられる場合は、測定地点の地表等から0.5m、1m及び1.5mの⾼さで測定し、
3点の平均値を測定値とすること。

測定⽅法測定場所
第3項第⼀号により測定すること。架空電線路の下⽅における地表
建造物の壁⾯等、公衆が接近することができる地点から⽔平⽅
向に0.2m離れた地点において第3項第⼆号により測定すること。

架空電線路の周囲の建造物等

第3項第⼆号により測定すること。地中電線路の周囲
電線表⾯等、公衆が接近することができる地点から⽔平⽅向に
0.2m離れた地点において第3項第⼆号により測定すること。

地中電線路と架空電線路の接続部、その他の電
線路が⼯作物に沿って地上に施設される部分

50-1表




